













（ 続紙 １ ）                             








































































（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
本論文は、米国法をはじめとする比較法的な見地を踏まえつつ、インター
ネット上の権利侵害の救済に関するプロバイダや検索事業者等の責任にまつ
わる諸問題を論じるものである。 
本論文の最大の特徴は、プロバイダ責任制限法が安定的に運用されている
プロバイダ責任の領域にせよ、平成29年1月31日の最高裁決定により判断方法
の大枠が示された検索結果の削除の問題にせよ、すでに少なくとも実務的に
は解決済みだと考えられ、あるは考えられつつある諸問題について、速やか
な権利救済の観点から再度問い直しを試みようとする点にある。 
この点がもっとも明確に現れているのは、プロバイダ責任に関して、米国
のデジタル・ミレニアム著作権法で採用されているノーティスアンドテイク
ダウン手続（以下、「NTD」という。）を高く評価し、日本への導入の必要性
を強く示唆している点である。NTD導入の是非についてはもちろんすでに日本
でも検討されているが、発信者の表現の自由への配慮等の観点から見送られ
た経緯がある。しかし、本論文ではNTDにおいても、権利救済への配慮ととも
に、発信者からの反対通知による復活制度を通じ、表現の自由に対する考慮
も十分なされていることが強調され、こうした指摘はインターネットの実情
からしても相当の説得力を持っていると考えられる。 
こうした視点は、検索結果削除に関する上記最高裁決定が限定的にのみ削
除を認めたことに対し、EU司法裁判所の「忘れられる権利」に関する判断な
ども参考にして、削除要請が認められやすい柔軟な判断基準を示すべきだと
する主張や、プロバイダによる削除や発信者情報開示に関して国や地方自治
体、第三者機関の関与を認めるべきといった主張にも一貫している。 
インターネットにおける権利侵害の実情には深刻なものがある一方で、現
行の法令及び自主規制からなる対応枠組みは、権利侵害的な書込みの削除を
容易には認めないものとなっているという評価もありうるところで、本論文
による問題提起は重要な意義を持っていると言える。 
他方で、本論文には課題も残されている。今述べた権利侵害に対する現行
の対応枠組みについても、それに関する実務をより具体的に調査した上での
立論ができればより説得力が増したものと思われる。また、とりわけ、プロ
バイダによる削除や発信者情報開示に関する国や地方自治体、第三者機関の
関与のあり方を論じる部分については、関与をなす機関の組織形態や権限等
について、検討が十分とはいえないところがある。しかしながら、これらの
課題は今後の研究の進展によって解決することが可能である 
以上により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものと認
められる。また、平成30年8月20日に調査委員3名が論文内容とそれに関連し
た試問を行った結果合格と認めた。 
 
